
2023年度は、新型コロナウイルスが経済活動に与え
る影響がほぼ解消し、障害なくコミュニケーションが取
れる環境が戻ってきました。取締役同士あるいは執行役
員との意見交換や事業所視察など、社外取締役として
当社をより身近に感じられる機会が多くなった一年だっ
たと考えています。
近年、当社のコーポレート・ガバナンス体制は着実に
整備が進んでおり、2024年６月の株主総会決議を経
て、取締役人数は従前比2名減の全11名、そのうち約
半数の5名を社外取締役が占める体制となりました。こ
れにより、監督と執行の役割区分がさらに明確化すると
ともに、社外の目が多くなることで、より客観的かつ透
明性のある意思決定が可能になると期待しています。
さて、社外取締役に対する期待値は年々高まりつつ
ありますが、当社では各々の専門性に基づく高いレベ
ルの提言がなされ、取締役会における議論の深化に寄
与しています。一方、事業内容に関する議論については
自助努力のみでは補完できない高いレベルの知識・理
解が要求されることもありますが、2024年3月期より
事業戦略会議に社外取締役も参加することで、当社の
置かれた状況や課題についてより深く理解できる環境
が整いました。同会議では中長期を見据えた戦略に関
する各担当役員と経営陣との熱心な議論が行われ、当社
の活力を肌で感じるとともに、各自の人格もよく理解
でき、これからの人材戦略やサクセッションプランを検討
する上での貴重な機会になっています。社外取締役が

参加する会議体の拡大といった改革は「取締役会実効
性評価」の意見に基づいたものですが、毎年実施される
同評価は、取締役会の実効性を高める上で大きな意味
合いがあります。特に社外取締役の忌憚のない意見は
重要で、当社では評価結果に基づき担当取締役との意
見交換会を実施しています。議論は数時間に及ぶことも
あり、これにより「実効性評価の“実効性”」がさらに高ま
ることを期待しています。
昨今、自動車業界では品質不正に関する問題が新聞
紙上をにぎわせる大変残念な事態となっており、同じ業
界に身を置く当社の取締役として組織管理の重要性と
責任の重大さを痛感しています。当社においては、以前
から取締役会が品質に関して深くコミットしております
が、この問題を対岸の火事とせず、今後とも取締役会で
は品質問題をはじめ、安全性に関わる全ての項目を注視
していく所存です。そのためには、風通しの良い風土を醸
成し、都合の悪い事実でも確実に経営陣に上がってくる
文化を築いていくことが何より肝要と思料しております。
当社の社外取締役を4年務めていますが、この間にガ

バナンス体制は大きく前進しました。議論の透明性・納
得性、人材の多様性など、組織そのものが大きく進歩
し、実効性は確実に高まっていると実感します。このモメ
ンタムを継続し、当社の文化としてより強化・定着させ、
取締役会の実効性向上がさらなる企業価値向上につな
がることを期待しています。

風通しの良い風土が
取締役会の実効性向上につながる

独立社外取締役 
（取締役会議長）　荻田 健

Message社外取締役メッセージ

1980年 ４月 三共株式会社入社
2004年 ７月 同社執行役員医薬開発本部長
2007年 ４月 第一三共株式会社常務執行役員製薬技術本部長
2009年 ６月 同社取締役専務執行役員
2014年 ４月 同社取締役専務執行役員ワクチン事業本部長

北里第一三共ワクチン株式会社代表取締役社長
2017年 ４月 早稲田大学大学院創造理工学研究科客員教授
2018年 ６月 日本ハーデス株式会社社外取締役
2020年 ６月 当社取締役（現任）
2022年 ６月 当社取締役会議長（現任）

価値創造ストーリー マテリアリティとESG経営 ファクトブック

67テイ・エス テック統合報告書 2024

ステークホルダーの皆さまへ目次へ戻る



2023年６月の取締役会において指名・報酬委員会委
員長を拝命し、指名・報酬プロセスのガバナンス強化に
つながる委員会運営に努めてきました。当委員会では社
外取締役である委員から、社長に求められる資質や社長
選任の進め方等について提言がなされるなど、今後の取
締役および執行役員（以下、役員）指名の方法などについ
てのディスカッションを重ねています。委員会として結論
を出すには至っておりませんが、将来を担う次世代経営
者の育成・選抜などに関する当社のサクセッションプラン
策定に向けて、確かな一歩を踏み出したと考えています。

また、取締役会からの諮問に基づき役員の選任・解
任、役員報酬などについて、取締役会へ答申しており、
2024年４月より新たに１名の代表取締役が選任されて
います。選任にあたっては、監査等委員と当該代表取締役
とで実施している面談の回数を従前より増やしました。
今期は監査等委員でない社外取締役２名も面談に加わ
ることで、より客観性のある議論を重ねています。さら

に、2024年3月期より事業戦略会議に社外取締役が
参加することで、会議に出席する執行役員や部長級人材
など、次世代の役員候補者のスキルや人格を理解しやす
くなりました。今後は、社内役員と接する機会をさらに増
やすことで意思疎通をこれまで以上に図るとともに、当
社の人事戦略・サクセッションプランについてより深い
議論を進めていきます。具体的には、次世代を担う取締
役候補者の適格性判断のために、執行役員との面談や、
執行役員が過去に受講した研修記録などを委員会メン
バーで共有することを検討しています。

2025年3月期は第15次中期経営計画の２年目にあ
たり、今期末頃からは第16次中期経営計画の策定に向
けた議論が本格化します。新たな事業戦略・業績目標の
設定とともに、役員報酬の構成や業績連動報酬の新た
なＫＰＩ検討など、経営意識を一層高める報酬のあり方
についても活発な議論を交わし、企業価値向上に貢献
していきます。

2023年は中国市場での日系自動車メーカーの販売
不振やエネルギー・原材料価格の高騰、グローバルで
の人件費高騰など、当社にとって大変厳しい事業運営を
強いられた一年でした。2024年も事業環境の厳しさ
は一層高まっており、我々経営陣にとっては引き続き
チャレンジの年となっています。

私に期待される役割は、企業経営やグローバルビジ
ネス、人材開発・ダイバーシティ領域の知見を活かし、経
営の進化に貢献していくことであると認識しています。
当社の取締役会は闊達な議論ができる場であり、これ
までも株主の代弁者としての立場を意識しながら、自
身の経験や知見に基づいて積極的に発言し、戦略議論
の深化に努めてきました。ますます不確実性の高まる
社会や激変する自動車業界の中で、当社が新たな価値
を提供し続けるために、経験や専門分野の異なる他の
取締役の方々とともに、今後も当社の未来を考えてい
きます。

日本では、2040年に労働人口が約1,100万人不足
するという予測があり、今後の人材確保と育成、テクノロ
ジーを活用した生産性向上への取り組みは、当社が持
続的な成長を実現する上で重要な鍵になると認識して
います。毎年実施している社員へのエンゲージメント調
査では、分析結果に基づき、全社横断施策と各部門独自
施策の両面からエンゲージメント向上に取り組んでいま
す。今後もPDCAサイクルを回しながら、着実に成果を
出していくことを期待しています。ダイバーシティに関し

ても、当社は多様性を広義で捉え、多様な人材が働き
やすく、能力と意欲がある人材が力を発揮できる環境
を実現するために、種々の施策を講じています。これは、
当社が掲げる2030年ビジョンを実現するための人的
資本経営という観点において不可欠なことです。ただ
し、“2030年に女性役員比率30%以上”という政府目
標を達成するためには、女性に焦点を当てた取り組みを
さらに強化する必要があると考えており、引き続き取締
役会をはじめとした各会議体で提言していく所存です。

また、当グループではDXの推進にも力を入れており、
ITで仕事の仕組みや働き方を変革していくという考え
の下、積極的なIT活用による業務改善、効率化、そして
生産性向上を進めています。昨年はKICONIA WORKS
社との業務提携を実現し、生産領域だけでなく管理領
域においても、AI活用の検討を開始しています。また、
目覚ましい勢いで進化を続ける生成AIを実務に取り入
れるための検討や、社内のルール整備も進めています。
AIの活用は、今後の業務変革や生産性向上に大きく寄
与するポイントであり、大いに期待しています。

当社の社外取締役に就任して3年目となりましたが、
これまで当社の経営に携わってきて感じることは、当社
は「真面目で実直な風土を持った会社」であるというこ
とです。世の中の変化に、地道な施策を打ちながら着実
に成長していけるよう、社外取締役という立場で、客観
的な視点を持って積極的に提言していきます。

多様な人材の力とIT活用が
環境変化に立ち向かう鍵となる

1982年 4月 富士通株式会社入社
2007年 4月 同社グローバル戦略本部アライアンス統括部
  プロジェクト統括部長
2013年 9月 同社ダイバーシティメンター
2016年 4月 同社グローバルマーケティング本部シニアダイレクター
2019年 5月 合同会社K&Lコンサルティング
   （現株式会社K&Lコンサルティング）代表取締役社長 （現任）
2020年 6月 大成温調株式会社社外取締役監査等委員 （現任）
2022年 5月 株式会社ベルク社外取締役 （現任）
2022年 6月 当社取締役（現任）

独立社外取締役　松下 香織

企業価値向上に向けて
指名・報酬プロセスの
ガバナンス強化を図る

1983年 ４月 三重労務管理センター入社
1986年 ４月 弁護士登録
  大脇・鷲見合同法律事務所入所
1989年 ４月 明和綜合法律事務所入所
1996年 ５月 さざんか法律事務所所長（現任）
2020年 ６月 当社監査役
2021年 ６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2023年 ６月 当社指名・報酬委員会委員長（現任）

独立社外取締役　監査等委員
（指名・報酬委員会委員長）　　林 肇

社外取締役メッセージGovernance

　代表取締役全員および国内で執務する取締役（監査等委員を除
く）をもって構成する経営会議にて候補者を選出し、指名・報酬委員
会に諮問します。
　諮問を受けた指名・報酬委員会では、選任基準やスキル・マトリッ
クス、取締役会の多様性などを勘案の上で、審議を行い、当該審議結
果を監査等委員会に報告するとともに、取締役会に答申します。
　取締役会では、指名・報酬委員会からの答申内容および監査等委

員会からの意見を踏まえた上で、審議を行い、候補者を決定します。
　取締役に、法令又は定款違反、その他職務を適切に遂行すること
が困難と認められる事由が生じた場合には、指名・報酬委員会およ
び監査等委員会での審議を経た上で、取締役会において株主総会
への当該取締役の解任議案の提出について審議・決定することとし
ています。

取締役の選解任
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当社の監査等委員に就任して１年が経過した中で、当
社への理解を深める上で感心したことが２点あります。

一つ目は、「社外取締役に幅広く情報を提供する」とい
う経営陣のスタンスに基づき、提供される情報が充実し
ていることです。社外取締役の出席しない経営会議・本
部長会議などの資料や議事録、業務監査部による内部
監査記録などは社内ネットワーク上で常時確認可能で
あり、当社の動きを理解する上で大変役立っています。

二つ目は、社外取締役が忌憚なく意見・質問できる環
境が整っていることです。例えば、取締役会の議案につ
いては、監査等委員会において事前説明がなされます
が、議案に関する質問はもちろん、他に懸念すべき事項
なども遠慮なく意見・質問することができ、都度迅速に
回答を得られています。これはさまざまな場面で深みの
ある議論をするための一助となっており、当社のこうし
たオープンな風土は、社外取締役の持つ視点を積極的
に経営に反映する上で有益だと感じます。

2025年3月期は第15次中期経営計画の中間年にあ
たりますが、本計画を策定した時点からは海外の自動車
市場をはじめとする当グループを取り巻く外部環境が大
きく変化しており、事業戦略を適宜見直しつつ推進する
必要があります。こうした中、私が注視していることの一
つは、財務戦略の進捗です。現在、当社の財務戦略の主
眼は、積極的な成長投資と株主還元の強化を通じて
ROEを高め、さらにはPBRの向上につなげていくことに
あります。このうち、株主還元の強化については、安定的
な増配と自己株式取得が着実に実行されていると捉え
ています。一方、成長投資については、収益性の高い投資
案件の検討が継続して行われているものの、現時点で具
体化したものは比較的小規模な案件にとどまっていま
す。投資判断にはリスクとリターンの見極めが要求され
ますが、M&Aを含め今後の事業成長に資する積極的な
投資を行うことで、さらなる企業価値向上につながるこ
とを期待します。

当社では、社外取締役の意見を積極的に経営に反映
しようとしており、特に2024年3月期は、その本気度を
強く感じた1年でした。例えば、指名・報酬委員会におい
て「今後の社長に求める資質」を議論するにあたり、まず
社外取締役の意見が求められました。その後、社長・取
締役候補者の適格性を見極めるため、社外取締役全員
と業務執行を担う取締役との面談の場を設けています。
また、毎年実施する取締役会実効性評価では、社外取
締役から上がった意見を放置することなく、代表取締役
と社外取締役全員との面談の場が設けられ、その意見
と対応策に関する数時間に及ぶ議論が交わされました。
この議論を基に具体的な対応策が策定され、そのうち
の一部はすでに実行に移されています。

近年のガバナンス改革の成果も相まって、当社には社
内外の多様な意見を取り入れようとする風土と体制が
しっかりと根付いています。各会議体には発言しやすい
雰囲気があり、私自身、以前よりも積極的に質問や意見

をするようになりました。私が以前、社内で検討されて
いなかった事項について社外目線での提言をした際、
社長が即座に「もっともである」と理解を示し、採用され
たことがあります。一方、当社には当てはまらないと見
送りになった際には、会議後に社長から心温まる一言を
いただいたこともあります。このように当社には、社外
取締役として忌憚のない意見を言いやすい環境が構築
されていると感じています。

2025年3月期は経営体制が変わり、会社の雰囲気が
以前にも増して明るくなりました。代表取締役のお二人
は密な意思疎通ができる良いタッグであり、意思決定の
スピードが一段と上がりました。また、相談しやすい雰囲
気を作るなど、社員にとってより身近な存在になったと感
じます。私は監査等委員である社外取締役として、何か
あれば代表取締役にも遠慮なく意見できるよう、引き続
き社内の状況を注視していくことで、当社の健全なガバ
ナンスに貢献していきます。

環境変化に柔軟に対応した
事業戦略・財務戦略が
企業価値向上につながる

多様な意見を取り入れる
姿勢が一層のガバナンス
強化につながる

1982年 ４月 宇部興産株式会社（現UBE株式会社）入社
2002年 ５月 宇部テクノエンジ株式会社
  （現UBEマシナリー株式会社）管理部長
2008年 ６月 同社取締役管理統括部長
2014年 ６月 株式会社ティーユーエレクトロニクス常務取締役管理本部長
2017年 ６月 宇部エクシモ株式会社常勤監査役
2023年 ６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

1997年 ４月 判事補（東京地方裁判所）任官
2000年 ６月 弁護士登録（第二東京弁護士会所属）
2002年 ８月 ニューヨーク州弁護士登録
2015年 ３月 The American College of Trust and Estate
  Counsel International Fellow就任（現任）
2017年 ４月 The International Academy of Estate and 
  Trust Law Academician就任（現任）
2020年 12月 東京ヘリテージ法律事務所所長（現任）
2021年 ６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2023年 ６月 株式会社アドバンテスト社外取締役監査等委員（現任）

独立社外取締役　監査等委員　中田 朋子
独立社外取締役　監査等委員　内藤 憲一

社外取締役メッセージGovernance

近年のガバナンス改革の取り組み

■  社内取締役を削減し、 
社外取締役比率向上 

（社内：６名、社外：５名）

■  東証プライム市場へ移行
■  当社2人目の女性取締役就任

■  「監査役設置会社」から「監査等委員会設置会社」へ移行
■  指名・報酬委員会設置
■  役員に対する譲渡制限付株式報酬制度を導入
■  当社初の女性取締役就任

■  取締役会議長に社外取締役を任命

2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 2025年3月期

キャッシュの創出と使途
«キャッシュイン»
営業キャッシュフロー   累計800～1,000億円

«キャッシュアウト»
通常投資+重点戦略に基づく成長投資 累計800～1,000億円
株主還元方針に基づく還元の実施  累計500億円規模
なお、当社は2024年5月10日に、150億円を上限とする自己株式の取得
を公表しています。

株主還元方針
«基本方針»
業績に左右されない、継続的かつ安定的な還元の実施

第15次中期 財務戦略の概要

第15期中期末

DOE3.5%
以上に向け
安定増配

第15期中期累計

200億円
規模の機動的 
自己株式取得
＆適切な消却

第15期中期累計

500億円
規模の
株主還元実施

配
当

自
己
株
式

+ =

価値創造ストーリー マテリアリティとESG経営 ファクトブック
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